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目的　認知症高齢者の増加等により今後成年後見の需要が高まる一方，専門職後見人ならびに市民
後見人の大幅増加が見込めない現状を踏まえ，本研究では，すべての基礎自治体に設置されて
いる市区町村社会福祉協議会（以下，社協）による法人後見の可能性に焦点をあて，その意義
を検証するとともに，意思決定支援や公的支援のあり方等，社協による法人後見を促進するた
めの具体的な課題について考察することを目的とした。

方法　全国の社協1,741件を対象に，郵送法による自計式調査票を用いた悉皆調査を実施した。調
査期間は，2020年 2 月から 4月である。調査票の有効回答数は953件，有効回答率は54.7％で
あった。本研究では，調査の項目のうち社協による法人後見の受任状況・体制，社協が法人後
見を実施する意義，意思決定支援の実態，社協の法人後見を推進していくための課題等に焦点
を絞って考察を行った。

結果　社協が受任しているケースのうち約 5割が「市区町村長申立」，約 7割が「経済的困窮世
帯」であった。後見業務では約 7割が兼任職員のみで担っており，財源が不十分な割合も約 7
割に上ることが明らかとなった。社協による法人後見の意義については，日常生活自立支援事
業からのスムーズな移行，複合的な生活問題を抱えているケースや経済的困窮ケースへの長期
継続的な対応，問題解決に向けた他機関・事業所との連携，専門職後見人等の第三者後見人が
乏しい地域での対応可能性などが認められた。意思決定支援については，意思の表明に関わる
支援の実施率が相対的に高かった。社協の法人後見推進に向けた課題については，専任担当職
員の確保・増員，担当職員の知識・技術の向上，他機関・事業者との連携などが認められると
ともに，求められる公的支援として，安定的かつ十分な財源の確保，経済的困窮ケースに対す
る支援などが示された。

結論　受任状況ならびに実施の意義より，社協の法人後見は成年後見におけるセーフティネットと
しての役割を担っていることが明らかとなった。また，社協では意思決定支援を中心に社会福
祉に関する理念やスキルが成年後見業務に反映されていることからも，社協による法人後見が
共生社会における地域包括支援体制の構築に寄与することが確認できた。今後の課題として，
人員や財源の確保が問題として析出されており，これらの解決策として，成年後見制度法人後
見支援事業の充実化等を提起した。

キーワード　成年後見，法人後見，社会福祉協議会，意思決定支援，地域包括支援
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　成年後見の需要は，認知症高齢者の増加等に
より，今後も増加の一途をたどることが予想さ＊皇學館大学現代日本社会学部教授

　投稿

社会福祉協議会における法人後見の現状と課題
－意義，意思決定支援，公的支援のあり方を中心に－

関
セキ

根
ネ

　薫
カオル
＊　鵜

ウ

沼
ヌマ

　憲
ノリ

晴
ハル
＊



―　 ―41

第69巻第13号「厚生の指標」2022年11月

れる1）。しかし，2021年時点で成年後見人等
（保佐人，補助人を含む，以下，後見人）の
65.5％を占める弁護士・司法書士等の専門職後
見人は，国家資格者であるがゆえに今後の大幅
な増員には限界がある1）。また市民後見人も第
三者後見人全体のわずか1.0％にとどまり1），政
府が期待するほどの増加は見込めない。これら
より，とりわけ人口減少や高齢化が進む郡部・
農山村地域は深刻な後見人不足に陥る危険があ
る。
　また，家庭内虐待・DV，多重債務，ゴミ屋
敷，近隣トラブル，社会的孤立等の生活問題を
複合的に抱える被後見人も少なくないことから，
後見人には財産管理にとどまらない「共生社
会」における「包括的支援体制」もあわせて求
められている2）3）。
　さらに国際動向においては，英国の意思能力
法（2005年），障害者権利条約（2006年），障害
者権利委員会「一般的意見第 1号」（2014年）
等により，代理行為から意思決定支援への移行
が後見人に対して強く要請されるようになって
いる。わが国における知的障害者福祉法第15条
の 3第 1項，成年後見制度利用促進法もこれら
と軌を一にしており，また理論動向においても，
意思決定支援を「原則」として位置づけ，代理
行為はその現実的可能性が尽きた場合に限り用
いるべきとの見解が主流となっている４）。
　かかる状況において，市区町村社会福祉協議
会（以下，社協）が担う法人後見の役割は極め
て重要と考える。まず，社協はすべての基礎自
治体に設置されていることから，上記のような
専門職後見人等の確保が困難な地域における貴
重な後見人となり得る。また，後見業務に地域
福祉活動を通じて蓄積されている人材・スキ
ル・ネットワークを活用することにより，経済
的困窮世帯（生活保護世帯・非課税世帯）や複
合的な生活問題を抱える困難ケースに対し，包
括的支援や意思決定支援が可能な主体であると
も考えられる5）。
　そこで，本研究では，社協を対象とした成年
後見に関する実態調査（以下，本調査）から，
社協による法人後見のこれら意義を検証すると

ともに，意思決定支援や公的支援のあり方等，
社協による法人後見を促進するための具体的な
課題について考察することを目的とした。

Ⅱ　方　　　法

　本研究では，自計式調査票を用い，全国の社
協1,741件（市社協792件，区社協23件，町社協
743件，村社協183件）を対象に郵送法にて悉皆
調査を実施した。なお本調査で分類している区
社協は，特別区の社協のみであり，行政区の社
協は含まれていない。調査基準日は2019年12月
31日，調査期間は2020年 2 月26日～2020年 4 月
30日とした。回答は，法人後見もしくは権利擁
護関係部署の責任者に依頼した。
　本研究の「意思決定支援について実施してい
ること（複数回答）」との関係で，「意思決定支
援」の定義について述べていく。本研究では，
厚生労働省「障害福祉サービス等の提供に係る
意思決定支援ガイドライン」6）を踏まえ，「認知
症や障害等によって自ら意思を決定することが
困難である者に対し，自己の意思を反映した日
常生活を送ることが可能となるよう，関係者が
行う多様な支援およびその仕組み」とする。ま
た支援内容については，柴田7），上田8），厚生労
働省9），石川10）等による見解から，以下の 3点
とする。第 1に，〈意思形成支援〉である。多
様な体験を通じて感情や価値観を育み，入手し
た情報から自らの嗜好や願望を形成できるよう
支援することであり，体験機会の提供，多様な
情報の提供，複数の願望から優先順位を決定す
るための支援等を含む。第 2に，〈意思表明支
援〉である。言語のみならず，写真，ジェス
チャー，ピクトグラム等，意思の伝達を可能と
する様々なアイテムを活用するほか，表明しや
すい環境を整備したり表情・態度・視線等から
本人の意思をくみ取り確認したりすることをい
う。第 3に，〈意思実現支援〉である。表明さ
れた意思の実現可能性を高めるための支援であ
り，意思の強さの確認をはじめ，実現へのプロ
セス，実現に向けて準備すべきもの，実現にと
もない発生し得るリスク等をともに検討するこ
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とをいう。これら 3つの支援は，佐藤が述べる
とおり11），一連のプロセスではなく同時並行的
もしくは循環的に行われるものである。
　本研究は，筆者の所属機関に設置されている
「人を対象とする研究倫理審査委員会」で倫理
審査を受け，2019年12月 5 日に承認された（承
認番号H31- 5 ）。

Ⅲ　結　　　果

（ １）　社協の法人後見に関する取り組み状況
　本調査の有効回答数は，953件（市社協479件，
区社協11件，町社協375件，村社協88件），有効
回答率は，54.7％（市社協60.5％，区社協47.8
％，町社協50.5％，村社協48.1％）であった。

　社協の法人後見に関する取り組み状況につい
て（表 1），全体では，「受任体制はなく，当面
は体制構築の予定もない」が44.6％と最も高く，
以下，「受任しているケースがある」31.3％，
「受任体制はないが，体制構築に向けた準備・
検討を行っている」18.8％，「受任している
ケースはないが，受任体制がある」5.4％と
なっていた。市区町村社協別に確認すると，
「受任しているケースがある」については「区

表 1　市区町村社協別の取り組み状況
（上段：件数，下段％）

合計
受任して
いる
ケース
がある

受任して
いるケース
はないが，
受任体制
がある

受任体制はない
が，体制構築に
向けた準備・
検討を行って

いる

受任体制は
なく，当面
は体制構築
の予定も
ない

全体 953 298 51 179 425
100 31.3 5.4 18.8 44.6

市社協 479 231 27 78 143
100 48.2 5.6 16.3 29.9

区社協 11 8 1 0 2
100 72.7 9.1 0.0 18.2

町社協 375 54 20 84 217
100 14.4 5.3 22.4 57.9

村社協 88 5 3 17 63
100 5.7 3.4 19.3 71.6

表 4　法人後見業務の財源についての考え
（上段：件数，下段％）

合　計 340
100

十分である 39
11.5

十分ではないが事業継続に支障がない 111
32.6

事業継続できるが苦しい 123
36.2

事業継続が困難である 23
6.8

その他 44
12.9

表 2　後見類型別内訳
（上段：ケース，下段％）

内訳 合計 後見類型 保佐類型 補助類型
全体
　成年後見受任件数 3 517 2 514 816 187

100 100 100 100
申立の状況
　市区町村長申立件数 1 716 1 442 227 47

48.8 57.4 27.8 25.1
　本人申立件数 506 96 327 83

14.4 3.8 40.1 44.4
　親族申立件数 969 784 159 26

27.6 31.2 19.5 13.9
経済状況
　生活保護世帯件数 817 583 193 41

23.2 23.2 23.7 21.9
　非課税世帯件数 1 736 1 280 386 70

49.4 50.9 47.3 37.4
被後見人の状況
　認知症高齢者件数 1 879 1 463 338 78

53.4 58.2 41.4 41.7
　精神障害者件数 546 338 171 37

15.5 13.4 21.0 19.8
　知的障害者件数 738 490 213 35

21.0 19.5 26.1 18.7
居住状況
　居宅件数 800 434 290 76

22.7 17.3 35.5 40.6
　病院入院件数 544 457 73 14

15.5 18.2 8.9 7.5
　施設入所件数 1 887 1 445 361 81

53.7 57.5 44.2 43.3
報酬
　後見報酬なし件数 211 152 47 12

6.0 6.0 5.8 6.4
注�　各後見類型の内訳については無回答ならびに非該当のケースが
含まれていることから，内訳の合計値は「全体」の値と一致して
いない。

表 3　後見業務を担当している職員数
（上段：件数，下段％）

　合　計 345
100

　 0人 1
0.3

　 1人 41
11.9

　 2人 110
31.9

　 3人 69
20.0

　 4人 49
14.2

　 5人以上 75
21.7

うち専任職員数
　合　計 343

100
　 0人 258

75.2
　 1人以上 85

24.8
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社協」が72.7％と最も高く，他方「受
任体制はなく，当面は体制構築の予定
もない」については，「村社協」が
71.6％と最も高かった。

（ ２）　社協が受任しているケースの状況
　以下，有効回答953件のうち，「受任
しているケースがある」298件・「受任
しているケースはないが，受任体制が
ある」51件の計349件に焦点をあてて
述べていく。
　社協が受任しているケースの類型別
内訳は（表 2），「後見類型」2,514
ケース，「保佐類型」816ケース，「補
助類型」187ケースであった。「申立の
状況」では，親族による申立が困難な
者が対象（老人福祉法第32条，高齢者
虐待防止法第27条等）である市区町村
長申立が全体で48.8％を占め，「後見
類型」では約 6割に上った。また，
「経済状況」については，経済的困窮
世帯が 7割を占め，「後見報酬なし」
も6.0％存在していた。被後見人の状
況では「認知症高齢者」53.4％，「知
的障害者」21.0％，「精神障害者」
15.5％の順であった。居住状況では
「施設入所」の割合が最も高いものの，
「保佐類型」「補助類型」では，「居
宅」の割合が約 4割を占めていた。

（ ３）　社協による法人後見の受任体制
　後見担当職員数では（表 3），「 2人」
が31.9％と最も高く，以下「 5人以
上」21.7％，「 3人」20.0％，「 4人」
14.2％，「 1人」11.9％，「 0人」0.3
％と続き， 3人未満が全体の44.1％を
占めていた。そして専任職員数につい
ては，「 0人」75.2％，「 1人以上」
24.8％であり，約75％の社協において兼任職員
のみで担っている状況が明らかとなった。
　また，法人後見業務に関する財源状況につい
ては（表 4），「事業継続できるが苦しい」が

36.2％と最も高く，次いで「十分ではないが事
業継続に支障がない」32.6％，「その他」12.9
％，「十分である」11.5％，「事業継続が困難で
ある」6.8％となっており，財源が不十分な割

図 1　社協が法人後見を実施する意義（複数回答：上位 5位）

図 2　意思決定支援について実施していること（複数回答）

1 ．増加する後見ニーズへの対応

2．人口減少や高齢化にともなう後見過疎（専門職
や市民後見人の不足）への対応

3．長期継続的な支援が可能

4．後見報酬を支払うことができない経済的困窮ケ
ースへの対応

5．離島やへき地等，交通アクセスが悪い地域への
対応

6．親族がいない人，親族から関係を拒否されてい
る人への対応

7．有料老人ホームや障害者施設の入所者等，集団
での後見等開始審判申立への対応

8．個人後見人より多くのケースを受任することが
可能

9．複数職員の相互監視によって不正行為の排除が
可能

10．日常生活自立支援事業からのスムーズな移行な
いし一貫した支援が可能

11．生活困窮者自立支援事業からのスムーズな移行
ないし一貫した支援が可能

12．複合的な生活問題を抱えている困難ケースへの
対応

13．他の後見主体よりも意思決定支援に向けた対応
が可能

14．エンパワメントアプローチによる積極的・意欲
的な生活に向けた支援が可能

15．地域に潜在化している生活課題を共有化し，打
開策を住民と一緒に考え取り組むことが可能

16．親族，地域住民，関係機関と情報共有したり連
携したりすることが可能

17．その他
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1 ．「あなたは意思決定をする主体ですよ」という
ことを，本人に何らかの手段で伝えている

2 ．意思決定するうえで不可欠である多様な社会的
経験の機会を提案し，利用者にそうした経験を
積んでいただけるよう配慮している

3．本人の意思を理解するため，言葉や文字のみな
らず，身ぶり手ぶり，絵・写真の活用等，多様
なコミュニケーションや意思伝達の手段を試行
している

4．後見業務を含む何らかの事業を行ううえで，可
能な限り利用者本人の意思を確認している

5．意思決定を支援するため，決定に資する多様な
情報を提供している

6．意思決定を支援するため，現実的に想定しうる
選択肢を提示している

7．意思を表明しやすいよう，本人が安心できる環
境づくりに配慮している

8．意思を表明しやすいよう，傾聴や待ちの姿勢を
はじめとする応答技法を活用している

9．把握できた本人の意思（賢明ではない意思を含
む）の実現を可能な限り優先している

10．決定された意思の内容が生命の危険性を含んで
いたり社会通念上妥当性を欠いたりする場合は，
できる限り本人に理解しやすい方法で，その意
思の実現にともなうリスクを伝えている

11．表明された意思を実現する際には，本人の能力
を最大限活用できるよう考慮している

12．表明された意思のうち，本人が実現できない部
分については，関連する専門職や社会資源が連
携してサポートしている

13．代理行為は，本人の意思決定が不可能であるこ
とが明白である場合に限定している

14．代理行為が本人にとって最善の選択になるよう，本人の生
　　育歴，職歴，趣味・嗜好，家族関係等の情報を把握している

15．代理行為が本人にとって最善の選択になるよう，
本人の関係者（家族，サービス事業者等）と当
該行為の妥当性について検討する機会を定期的
に設けている

16．意思決定支援の妥当性を確認・検証するために，
支援のプロセスや結果を記録・保管している

17．その他

18．実践しているものはない
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合（「十分ではないが事業継続に支障
がない」「事業継続できるが苦しい」
「事業継続が困難である」）は，計
75.6％となる。

（ ４）　社協が法人後見を実施する意義
　社協が法人後見を実施する意義につ
いて上位 5位まで回答を求めたところ
（図 1），「 3．長期継続的な支援が可
能」が76.6％と最も高かった。以下，
「10．日常生活自立支援事業からのス
ムーズな移行ないし一貫した支援が可
能」75.4％，「 6．親族がいない人，
親族から関係を拒否されている人への
対応」62.4％，「 4．後見報酬を支払
うことができない経済的困窮ケースへ
の対応」48.3％，「 1．増加する後見
ニーズへの対応」43.9％，「 9．複数
職員の相互監視によって不正行為の排
除が可能」42.5％，「12．複合的な生
活問題を抱えている困難ケースへの対
応」31.8％，「 2．人口減少や高齢化
にともなう後見過疎（専門職や市民後
見人の不足）への対応」「16．親族，
地域住民，関係機関と情報共有したり
連携したりすることが可能」ともに
30.3％の順となっている。

（ ５）　意思決定支援の実態
　本研究では，図 2における回答選択
肢のうち， 1～ 2が〈意思形成支援〉
に， 3 ～ 8が〈意思表明支援〉に， 9 ～12が
〈意思実現支援〉に，それぞれ該当する。また
13～15は，代理行為を可能な限り本人のベス
ト・インタレストに近づけるための方法・手続
きを表している。
　以上の「意思決定支援について実施している
こと（複数回答）」のうち，最も多く実施され
ているのは「 4．後見業務を含む何らかの事業
を行ううえで，可能な限り利用者本人の意思を
確認している」であり，83.8％を占めた。以下，
「 8．意思を表明しやすいよう，傾聴や待ちの

姿勢をはじめとする応答技法を活用している」
67.1％，「 6．意思決定を支援するため，現実
的に想定しうる選択肢を提示している」63.8％，
「 7．意思を表明しやすいよう，本人が安心で
きる環境づくりに配慮している」61.8％が続く。
一方，「 2．意思決定するうえで不可欠である
多様な社会的経験の機会を提案し，利用者にそ
うした経験を積んでいただけるよう配慮してい
る」や，「代理行為」に関する回答選択肢13や
15は相対的に低かった。

図 3　社協の法人後見を推進していくための課題（複数回答：上位 5位）

図 4　社協の法人後見推進に求められる公的支援（複数回答：上位 5位）

1 ．専任担当職員の確保・増員

2 ．担当職員の財産管理に関する知識・技術の向上

3 ．担当職員の身上保護に関する知識・技術の向上

4 ．福祉関連機関（福祉施設や病院など）・他事業者との連携

5 ．専門職後見人や市民後見人等，他の後見主体との連携

6 ．社会福祉協議会内の別部署の理解や連携の促進

7 ．重要な決定に向けた迅速な処理・対応ができるようなシステムづくり

8 ．個々の職員の意識が低下し，互いに無責任となることへの防止策

9 ．社会福祉協議会が実施する他サービスとの併用による利益相反の解決

10．安定した状態になった後に市民後見人等に引き継げるようなリレー方式の確立

11．成年後見制度の必要性の啓発，および市民後見や意思決定支援への理解と協力の促進

12．法人後見の業務を担う無報酬あるいは報酬付きの支援員の養成

13．その他

14．重要な課題はない
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（ ６）　社協の法人後見を推進していくための課題
１）　社協の法人後見推進に向けた課題
　社協の法人後見を推進していくための課題を
上位 5位で求めた結果（図 3），「 1．専任担当
職員の確保・増員」71.3％が最も高かった。以
下，「 3．担当職員の身上保護に関する知識・
技術の向上」63.2％，「 2．担当職員の財産管
理に関する知識・技術の向上」62.0％，「 4．
福祉関連機関（福祉施設や病院など）・他事業
者との連携」58.3％，「11．成年後見制度の必
要性の啓発，および市民後見や意思決定支援へ
の理解と協力の促進」46.7％が上位を占めた。
２）　求められる公的支援
　社協の法人後見推進に求められる公的支援を
上位 5位で求めた結果（図 4），「 1．安定的か
つ十分な財源の支給」88.2％，「 4．後見報酬
の支払能力が乏しい者を対象とする成年後見業
務を公的事業として法制化すること」62.0％，
「 5．成年後見制度利用支援事業の対象や助成
金が全市町村で一律となるよう，公的事業とし
て法制化すること」56.8％が上位を占めた。以
下，「 6．市町村長申立時における情報提供・
情報共有等の支援」45.8％，「 2．身上監護
（身上保護）を行ううえでの詳細なガイドライ
ンの設定」44.7％，「 9．市町村民への制度紹
介や情報提供等の啓発」43.5％が続く。
　一方，「10．成年後見を所管する新たな官庁
（例：後見庁）や部署（例：成年後見局等）の
設立」13.0％等，行政の関与については相対的
に低かった。

Ⅳ　考　　　察

（ １）　地方における法人後見の実施率向上
　法人後見の実施状況について，「受任してい
るケースがある」の割合で確認すると，人口規
模に比例して実施率が高くなる傾向にあった。
また特に大都市部が目立って高かった（表 1）。
この理由として，第 1に後見ニーズの量的格差
が考えられる。申立件数が多い順にみると，東
京（5,055件），大阪（3,477件），横浜（2,995
件），神戸（2,106件），千葉（1,878件）となっ

ており1），いずれも大都市圏を管内に含む家庭
裁判所が上位となっている。第 2に，首長申立
につながる可能性がある虐待件数の格差である。
例えば「養護者による高齢者虐待の事実が認め
られた事例の件数」12）をみると，東京都（2,770
件），大阪府（1,525件），愛知県（1,085件），
神奈川県（909件），兵庫県（802件）の順で多
く，人口規模に比例して虐待件数も多いことが
わかる。第 3に，市区町村社協間における成年
後見業務の財源格差も関連していると考えられ
る。本調査結果から，市区町村社協別に年間の
平均財源額（市区町村からの委託費・補助金と
社協内部の独自財源の合計額の年平均）を確認
すると，区社協が2,919万円と最も大きく，以
下，市社協626万円，町社協157万円，村社協
106万円となっている。
　以上より，人口規模に比例して実施率が高く
なるのは，後見ニーズが相対的に高いこと，首
長申立につながり得る虐待件数も多いこと，こ
れらニーズに対する一定の財源確保が都市部の
社協ほどしやすいことが考えられる。
　一方，実施率が相対的に低い町社協・村社協
においても，「体制構築に向けた準備・検討を
行っている」との回答が 2割ほど存在する（表
1）。これらの社協は，後見ニーズの顕在化と
第三者後見人の確保が厳しい現状を把握し，後
見人になる必要性を認識していると考えられる。
体制整備の早期実現に向けた行政，都道府県社
会福祉協議会，近隣の法人後見実施社協等によ
るサポートが求められる13）。

（ ２）　社協の受任ケースの特徴
　社協が受任しているケースの特徴として，第
1に，約 7割が「経済的困窮世帯」であったこ
とが挙げられる。2016～2020年度の全国の保護
率14）の平均値が1.66％であり，また「本人の財
産で報酬を負担できない事案は後見事件全体の
10パーセント程度」「金融資産が100万円以下と
いう人々についての申立は，全体の 3～ 4割を
占める」との見解15）からすれば，社協がいかに
多くの経済的困窮者を受任しているかがわかる。
第 2に，約 5割が「市区町村長申立」（そのう
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ち後見類型では約 6割）であった点である。成
年後見事件全体における市区町村長申立（23.3
％）1）の 2 倍以上であることから，身寄りがな
い者もしくは親族との関係が希薄・険悪である
者についても社協は多く受任しているといえる。
第 3に，被後見人の状況を成年後見事件全体で
の比率（認知症63.7％，知的障害9.6％，統合
失調症9.1％）1）と比較すると，認知症高齢者の
割合が相対的に低く，知的障害者・精神障害者
の割合が高いことから，長期継続的支援が必要
なケースをより多く受任していることも明らか
となった。

（ ３）　社協が法人後見を実施する意義と課題
　上記受任ケースの特徴および図 1を踏まえる
ならば，社協が法人後見を実施する意義として，
①若年層の知的・精神障害者にも対応できる長
期継続性，②日常生活自立支援事業との重層的
権利擁護体制の実現，③後見報酬が期待できな
い経済的困窮ケースへの対応，④親族がいない
もしくは親族から関係を拒否されている人への
対応，⑤親族や他の専門職後見人では受任が困
難なケースへの対応16），⑥専門職後見人等の第
三者後見人が乏しい地域での対応，⑦他の機
関・組織・社会資源との情報共有・連携による
包括的支援ネットワークの構築を挙げることが
できる。とりわけ②～⑥については，成年後見
におけるセーフティネットとしての役割を担っ
ているといえる。
　一方，今村ら17），東京家裁後見問題研究会18），
上山19）が法人後見の意義・メリットとして指摘
した「 8．個人後見人より多くのケースを受任
することが可能」「 5．離島やへき地等，交通
アクセスが悪い地域への対応」「 7．有料老人
ホームや障害者施設の入所者等，集団での後見
等開始審判申立への対応」はそれぞれ6.1％，
4.9％，1.2％にとどまり，社協の法人後見にお
いてはあまり該当しないことがわかった。また，
岩田20）が成年後見の理念の具体化に実効性があ
るとした「14．エンパワメントアプローチによ
る積極的・意欲的な生活に向けた支援が可能」
や，山下21）が日常生活自立支援事業を社協が担

う意義として提示し，筆者が社協の法人後見に
も適用可能と捉えた「15．地域に潜在化してい
る生活課題を共有化し，打開策を住民と一緒に
考え取り組むことが可能」も，それぞれ3.5％，
14.5％と相対的に低い結果となった。
　このうち，「エンパワメントアプローチによ
る積極的・意欲的な生活に向けた支援」につい
ては，社協が多様な福祉サービスを展開してい
る事業主体であることから，後見業務における
当該アプローチは可能であると考える。利用者
の主体性・自尊心の形成・回復に向けた関わり
方を期待したい。また「地域に潜在化している
生活課題を共有化し，打開策を住民と一緒に考
え取り組むこと」についても，社協が住民参
加・組織化や地域福祉の推進を図る組織（社会
福祉法第109条第 1項）であるからこそ，後見
業務を通じて明らかになった地域課題を住民や
他機関・組織と共有し，包括的な権利擁護体制
の構築に貢献することが求められると考える。

（ ４）　意思決定支援の課題
　調査結果（図 2）より， 3つの意思決定支援
のうち，意思表明支援の実施率が相対的に高い
といえる。最も高かった｢可能な限り本人の意
思を確認している｣は，『社会福祉士の倫理綱
領』22）倫理基準Ⅰ 7．で掲げられている「意思
決定への対応」と密接に関係しているからこそ，
今や福祉業務を遂行するうえで必須の視点とも
いえる。そして，続く｢応答技法｣の「活用」
「選択肢の提示」，意思を「表明しやすい」「環
境づくり」は，福祉実践におけるコミュニケー
ションスキルであると同時に意思決定支援スキ
ルでもある。これら社会福祉に関する理念やス
キルが成年後見業務に反映されている点により，
社協が成年後見に携わる意義を改めて検証でき
たといえる。
　一方，最も実施率が低かったのは，「代理行
為は，本人の意思決定が不可能である場合に限
定している」であった。無論，生命や財産権侵
害の危機に直面した場合等は，時間的余裕なく
代理決定しなければならないこともある。しか
し，最高裁判所，厚生労働省および専門職団体
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（日本弁護士連合会，成年後見センター・リー
ガルサポート，日本社会福祉士会）をメンバー
とする「意思決定支援ワーキング・グループ」
が作成した「意思決定支援を踏まえた後見事務
のガイドライン」23）では，「Ⅰ はじめに」でも
触れたとおり，「意思決定支援を尽くしても，
どうしても本人の意思決定や意思確認が困難な
場合」に限り，「本人の意思（推定意思）に基
づき行動する」ことや「本人にとっての最善の
利益に基づく代行決定」を行う，との原則が明
示されている。今後は，代理行為の前にこうし
た手続きを行い，可能な限りその範囲を最小限
にとどめるよう配慮する必要がある。次いで低
かったのは「意思決定をするうえで不可欠であ
る多様な社会的経験の機会の提案」であった。
意思形成において，買い物，外食，旅行，鑑賞，
行事への参加，同世代・異世代との交流等の
「社会的経験」は不可欠である。これら社会的
経験の提供そのものは後見人の業務ではない。
しかし，利用者に関わる親族，サービス事業者，
自治組織，ボランティア団体，行政機関等に対
し，意思形成における当該経験の重要性を説明
し，多様な経験の機会の確保を提案することは，
後見人の重要な役割と考える。

（ ５）　社協の法人後見を推進していくための課題
　図 3・図 4から，社協の法人後見を推進して
いくための課題では，「専任担当職員の確保・
増員」と「安定的かつ十分な財源の支給」がそ
れぞれ最多であった。「兼任職員のみ」が75.2
％であること（表 3），かつ財源が “十分では
ない” が計75.6％という現状（表 4）からすれ
ば，当然の結果であるといえる。人材・財源不
足は社協の法人後見に限ったことではなく，そ
の打開策を社協自らが切り拓く一定の努力・工
夫は必要である。しかし，社協が上記のように，
成年後見におけるセーフティネットを担うので
あれば，体制整備とその持続可能性を高めるた
めの公的支援も不可欠と考える。
　上山は，首長申立が規定されている老人福祉
法第32条等に「民法上の成年後見制度と社会保
障法上の制度とを密接に連動させる形で，一定

の社会福祉政策…を実現しようとするスキーム
が明瞭に提示されて」おり，この点において
「成年後見制度は単なる私法上の財産管理制度
であるに留まらず，公的な利用保障を要請する
社会福祉システムの 1つとして機能している」
と述べている24）。この視点から考えると，利用
者の生存権および「個人としてその尊厳が重ん
ぜられ，その尊厳にふさわしい生活」（成年後
見制度利用促進法第 3条第 1項）に向けた，公
的支援としての「社会福祉システム」の充実も
重要となるだろう。
　例えば，法人後見に対する現行支援策として，
障害者総合支援法第77条第 1項第 5号に基づく
地域生活支援事業の 1つに成年後見制度法人後
見支援事業があるが，介護保険法第115条の45
第 3 項第 3号による地域支援事業に当該事業は
含まれていない。またその事業内容は法人後見
実施のための研修や組織体制・支援体制の構築
等，法人後見を立ち上げるための支援が中心で
あり，上記人材・財源不足に向けたものではな
い。図 3の 2位， 3位であった「担当職員の知
識・技術の向上」を含め，「社会福祉システ
ム」における公的支援の課題を挙げるならば，
①介護保険法における地域支援事業にも成年後
見制度法人後見支援事業を含めること，当該法
人後見支援事業の内容として②現任担当者の
スーパーバイズを含めること，かつ③法人後見
の持続・推進を目的とする人材・財源確保に向
けた支援についても追加することが考えられる。
　また，図 4の 2位， 3位であった「後見報酬
の支払能力が乏しい者を対象とする成年後見業
務」や「成年後見制度利用支援事業」に関して
は，全市区町村による成年後見制度利用支援事
業の実施および助成対象（申立費用・後見報
酬）の一律化に向けた財政支援のほか，日常生
活自立支援事業における後見申立業務の追加25），
生活保護における後見扶助の導入26）等が求めら
れる。
　なお田山は，「成年後見人等の任命と監督は，
家庭裁判所の権限であり，任務であるが，…監
督は必ずしも十分とはいえない」状況を踏まえ，
「司法と福祉行政という二つの重要な要素に
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よって成り立っている制度」として捉えた上で
「後見官庁」の設置を提起している27）。意思決
定支援をはじめとする身上監護面が重要視され
てきたからこそ，こうした支援状況を対象とす
る行政監督機関の設置は，利用者の利益につな
がると考える。だからこそ，図 4で低位であっ
た「成年後見を所管する新たな官庁（例：後見
庁）や部署（例：成年後見局等）の設立」につ
いて理解を促し，監督と支援のあり方を今後も
模索する必要がある。

Ⅴ　結　　　語

　本研究の成果として以下の 3点を挙げること
ができる。第 1に，社協による法人後見の意義
として，長期継続性，重層的権利擁護体制の実
現，経済的困窮や身寄りのないケースへの対応，
困難ケースへの対応，過疎地域での対応，包括
的支援ネットワークの構築を改めて実証した点
である。これらは，「ニッポン一億総活躍プラ
ン」2）にいう「包括的支援体制の構築」や「第
二期成年後見制度利用促進基本計画」28）が目指
す「尊厳のある本人らしい生活」の実現・「権
利擁護支援の地域連携ネットワークづくり」に
寄与すると考える。第 2に，本調査において意
思決定支援に関する項目を設定した点である。
成年後見における意思決定支援を具体的に取り
上げた全国規模の調査は，管見の限り皆無に等
しい。本研究によって，意思決定支援の実態を
明らかにし，とりわけ意思表明支援の実施率が
高かったこと，代理行為に至る手続きや意思形
成に向けた社会的経験の提案を課題として提示
したことは重要な成果といえる。第 3に，公的
支援のあり方を解明した点である。それにより，
財源・人材の確保を担当職員の切実なニーズと
して改めて実証できた点，社会福祉制度からの
公的支援として成年後見制度法人後見支援事業
の充実化や成年後見制度利用支援事業の一律化
を提起した点は，社協による法人後見の実施率
向上およびより質の高い後見実務の推進に向け
た糸口になると考える。
　「第二期成年後見制度利用促進基本計画」28）で

は，「優先して取り組む事項」の 1つとして
「法人後見の担い手の育成」が挙げられ，「社
会福祉協議会による後見活動の更なる推進が期
待される」と述べられている。その一助となる
よう，「意思形成支援」としての関わり方，な
らびに公的支援のより具体的な立法課題の検討
を今後の課題としていきたい。
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